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   2024年12月16日 

各 位    

  会 社 名 株 式 会 社 Ｐ Ｏ Ｐ Ｅ Ｒ 

  代 表 者 名 代 表 取 締 役  栗 原  慎 吾 

   （コード：5134 東証グロース） 

  問 合 せ 先 取 締 役 C F O  姚  志 鵬 

   （TEL．03-6265-0951） 

 

 

2024年10月期 通期決算説明会 スクリプト 

 

当社は、2024年12月13日、オンラインツールを用いたライブ配信にて、投資家・アナリスト向けに

2024年10月期 通期決算説明会を開催いたしました。投資家の皆様にタイムリーに情報を開示するべ

く、スクリプトを公開いたします。なお、本資料の記載内容は、通期決算説明会での発言内容をその

まま書き起こしたものではなく、ご理解いただきやすいように一部加筆修正を行っております。あら

かじめご了承ください。 

 

 

【2024年10月期 通期決算 ご参考資料】 

 

▼▼決算短信はこちらからご確認いただけます▼▼ 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2539177/00.pdf 

 

▼▼決算説明資料はこちらからご確認いただけます▼▼ 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2539179/00.pdf 

 

▼▼業績予想と実績の差異に関するお知らせはこちらからご確認いただけます▼▼ 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2539180/00.pdf 

 

 

 

 

概要  

【企業名】 株式会社ＰＯＰＥＲ 

【証券コード】 5134（東京証券取引所グロース市場） 

【イベント名】 2024年10月期 通期決算説明会＜機関投資家及びアナリスト向け＞ 

【決算期】 2024年10月期（第10期） 

【開催日時】 2024年12月13日（金）16:00～16:45 

【登壇者】 ２名 

 代表取締役 栗原 慎吾 

 取締役CFO 姚  志鵬 
  

https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2539177/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2539179/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/5134/tdnet/2539180/00.pdf
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ただいま、ご紹介に預かりました株式会社POPER 代表取締役 栗原慎吾でございます。 

 

本日は、当社決算説明会にご視聴いただき、誠にありがとうございます。 
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本日は、まず当社が目指すビジョンを再度皆さまにご紹介したのち、2024年10月期通期決算の振り返

り、2025年10月期の事業計画、今後の資本配分方針について、それぞれご説明させていただきます。 

 

限られた時間ではございますが、何卒よろしくお願いいたします。 
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これまでの決算発表では、主に業績についてご報告してまいりましたが、今回は当社の創業の原点

と、それに基づくビジョンについてもお話させていただきます。 

 

これにより、投資家の皆さまには、当社への投資が社会に対して、どのような影響を与えるのかをよ

り深くご理解いただけると考えております。 
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まず、創業者である私栗原は、小さな学習塾を営んでおりました。 

 

学習塾というと、合格という鉢巻をして歯を食いしばって頑張る子どもたちを、さらに頑張らせる場

であるようにお感じの方も多いかと思いますが、少なくとも私が働いていた学習塾は補習塾と言われ

るもので、必ずしも進学校を目指すための場所ではありませんでした。 

 

子どもたちの一人ひとりが自分のベストを発揮するためのもので、進学校に行けなくとも、その子に

とってベストな進学を果たすことを目的としている場所でした。 

 

このような場では、様々な人間ドラマがあり、そういった人と人との関わりの中で、教育とは勉強を

教える場であると同時に、人と人とが繋がり、深い関係を築き、変化していく場であると感じまし

た。 

 

つまり、生徒に先生が寄りそうことによって、生徒のポジティブな変化を促すことこそが教育の本質

的な役割であると思ったのです。 
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しかし、この「生徒に寄りそって変化を促す」ということが、教育の本質的な効果だとするならば、

そのためには教える側の時間と心に余裕がなければならないと痛感した瞬間でもありました。 

 

このことは日々子育てに勤しむ家庭の中でも同様であると思います。 

 

家庭では、掃除などの家事を自動化（掃除機など）したり、家事代行などでアウトソースすること

で、親も時間と心に余裕を持ちたいという強いニーズがあると思います。 

 

それは、親である自分に余裕がなえれば、子どもに対して雑な対応をしてしまう自分が嫌だからだと

思います。 

 

私が働いていた塾においては、日々の請求業務や報告業務などのいわゆるバックオフィス業務が多く

なりますと、それに比例するように、生徒に寄りそう時間がなくなり、「宿題をやっておいて」と

か、「話かけてくるな」というオーラを無意識に発してしまいがちでした。 

 

それを実感した私は、教育現場において効率化すべき領域をITの力で効率化し、先生に時間と心の余

裕をもってもらい、生徒と寄りそえる環境を作っていきたいと考えて開発したのが「Comiru」です。 
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この「Comiru」をリリースしたことにより、学習塾のバックオフィス業務の課題を解決し、生徒と寄

りそえる環境や教育現場に集中できる環境が整備できました。 

 

この点について、多くの学習塾からお褒めの言葉をいただいており、現在では、学習塾や習い事で、

5,000以上の教室にご利用いただいております。 

 

なお、「Comiru」のサービス名称は、「Co」という接頭辞が“一緒”にという意味があり、例えば

「cooperate（協力する）」のように使われます。この同じ音の読みとして「子」を含めることで、

教育現場と家庭で一緒に見守っていきたいという想いを込めて、これまで様々な機能をリリースして

おります。 
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また、「Comiru」を活用いただくことで、事務作業の負担が軽減され、生徒や保護者と向き合う時間

が増えた結果、先生方のモチベーションが向上し、先生という職業の楽しさを再認識いただいており

ます。 

 

さらに、忙しい日々の中で子どもの教育に十分に向き合えない保護者の皆さまも、自宅以外で頑張る

子どもの姿を知ることで、成長や変化を感じやすくなったとのお声もいただいております。 

 

先生や保護者の接し方が変わることで、生徒にとっても先生への安心感や信頼感が生まれ、親との対

話の質も向上するようになります。 

 

このような心境の変化により、ステークホルダーの心や関係性が豊かになっていることを実感してお

ります。これこそが、当社の事業の目的であり、根幹であると考えております。 
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一方で、前のスライドでお話ししたように、三者間の関係性が希薄になっていくことで、こちらのス

ライドのような社会問題にも繋がると考えております。 

 

これらの社会問題の解決策の一つとして、「Comiru」をご利用いただくことで、三者間の関係性が向

上し、より強固なものになることが期待でき、このサイクルが社会問題を解決する一助となると考え

ています。 

 

さらに、当社は教育現場のDXを通じて、これらの社会問題を解決していく企業であり続けたいと考え

ております。 
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社会問題を解決できるような理想的な世界観を実現するためには、既存の「Comiru」の事業体だけで

は、まだまだ足りません。 

 

これまでの「Comiru」は、コミュニケーションのデジタル化によって接する対象を知り、接する時間

を創出してきました。 

 

これにより、生徒、家庭、教育現場の関係性は良くなってきていると考えています。 

 

しかし、さらに踏み込んでいくためには、「どのように接すれば良いのか？」ということにも取り組

まなければなりません。 

 

この点は、当社の広報やマーケティング活動でも実施しており、そのニーズを捉えて、今では年間

6,000名のセミナー参加者を実現しております。 

 

この活動に対しては、今後もさらに注力していきたいと考えています。 
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このように三者間の関係を豊かにしていくためには、「教育知識の流通」だけに留まらず、まだまだ

やるべき領域が存在すると考えています。 

 

例えば、より良い先生と生徒の出会いの可能性を高めるという意味で、集客領域への参入。 

 

より良い先生になり得る人材を業界の内外問わずに連れてくるための人材領域への参入。 

 

保護者が教育の選び方や施し方を知るためのメディア領域への参入。 

 

そして、保護者が他の子どもへの教育に携わるための社会人教育領域への参入などが考えられます。 

 

これらの幅広い事業領域を当社のみで推進していくことは難しいため、M&Aも含めて参入を検討して

まいります。 
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現在は11期目を走り始めていますが、来年１月に創業から10周年を迎えます。 

 

これを機に、当社が創業当時から掲げているビジョンの実現に向けて、社内外にもっと発信していく

べきと考え、「“教える”をなめらかに」に加え、「みんなの“かわる”に寄り添う」を新たに追加

いたしました。 

 

この「“教える”をなめらかに」の先に目指す世界観のアウトプットとして、「みんなの“かわ

る”」に、当社が寄り添っていくのだということをコミットしていきたいと考えております。 

 

教育を通じて、それに関わるすべての人の心にポジティブな変化を与え、その中心である「こども

達」の人生の可能性を最大化する環境を、現在の常識にとらわれずに整えていきます。 
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この改訂されたミッションをもとに、当社の価値貢献対象を現状の140万人から600万人まで拡大して

いきたいと考えております。 

 

上場会社として、売上高や利益も重要な指標ではありますが、社会に与えるインパクトを意識しなが

ら、事業を展開してまいります。 
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それでは、ここから2024年10月期通期の決算について、ご説明させていただきます。 
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2024年10月期については、大手顧客向けの施策や、中小顧客向けの効果的なマーケティング活動、

「BIT CAMPUS」事業の統合によって、売上高は約３割の増収、営業利益は２倍の増益となりました。 
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続いて、2024年10月期のKPIサマリーです。 

 

こちらのスライドの各数値は、「Comiru」と「BIT CAMPUS」の各サービスを合算した数値となりま

す。 

 

「有料契約社数」は1,689社、「ARPU」は54,365円、「ARR」は11.01億円、「顧客の解約率」は

0.4%、「課金生徒ID数」は440,000超となりました。 

 

 



- 17 - 

 

 
 

 

続いて、当期の事業戦略の進捗についてです。 

 

顧客基盤の拡大、ARPUの向上の各セグメントにおいて、想定どおりに進捗しており、総じてポジティ

ブな結果となりました。 

 

次のスライド以降にて、詳細をご説明いたします。 
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まず、学習塾領域のうち、中堅学習塾・個人塾に対する実績についてご説明いたします。 

 

中堅学習塾・個人塾に関しては、先ほどのビジョンでご紹介させていただきましたが、塾経営者とし

て役立つ内容だけでなく、広く教育知識の流通という観点でセミナーを開催し、その幅広いコンテン

ツやその内容が支持されたことにより、１開催当たり200名以上のお申込みいただき、当期では約

6,400件以上のリードを獲得することができました。 

 

この約6400件以上のリードの中から、ナーチャリング等で顧客の購買意識を上昇させ、最適なタイミ

ングで荷電であったり、リターゲティング広告を実施することで商談化率をアップすることができま

した。 

 

これらの取り組みにより、1100件以上の商談が実現し、うち3割強の370件以上の受注に繋げることが

できました。 

 

受注率の向上については、充実した商品機能に加えて、一人ひとりのセールススキルが向上したこと

によって、全体的に商談成功率が上昇したことがあげられます。 
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大手学習塾向けには、「ComiruPRO＋基幹システム開発」の戦略が期待どおりの成果を上げており、

システム課題の改善提案や要件整理等を積極的に実施した結果、21社と商談し、７社より受注するこ

とができました。そのうち、開発案件が進行している顧客は４社で、来期以後に課金が開始される予

定です。 

 

なお、参加したコンペのうち、およそ半数の案件を獲得するなど、提案内容の品質と価格の両面で、

手応えを感じております。 
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2024年5月より「BIT CAMPAUS」事業をティエラコム社より承継し、更なる顧客基盤の拡大とシェアの

向上に繋げることができました。 

 

KPIについては、当第３四半期に公開した数字よりも減少しておりますが、「Comiru」への移行や一

部の顧客が解約したことが要因であり、今後も同様の傾向が続くものと見込んでおります。 

 

また、ティエラコム社とは、個別指導部門で「Comiru」のトライアル導入開始等、両社の連携も強化

しており、両社の強みを活かして、ユーザーの皆さまへのさらなる付加価値を高めていきたいと考え

ております。 
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学習塾市場向けには、期首に策定した大手学習塾及び、中堅学習塾・個人塾向けの施策の成果を上げ

られた他、「BIT CAMPUS」事業の統合により、契約数・受注数は順調に増加しました。 

 

今後も、市場シェア25%以上の拡大に向けて、引き続き広報・マーケティング活動や営業活動を強化

してまいります。 

 

なお、大手学習塾の実績値において、当初の計画では、「Comiru」のみで５社の新規有料課金を開始

する計画でしたが、顧客のシステムに対するカスタマイズニーズが強いことにより、新規有料課金の

開始が３社に留まり、「BIT CAMPUS」の２社と合わせて、17社の課金開始となりました。 
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学校向けの取り組みとしては、他社との連携により、教育委員会を含む自治体への導入が拡大してお

ります。 

 

具体的には、前期に受託した千葉県内のモデル事業で培った実績や経験により、2024年度において、

同県八千代市や習志野市の部活動地域移行の事業に「Comiru」が採択され、この取り組みに続き、大

阪市教育委員会においても、コナミスポーツ様を通じて新規導入に至りました。 

 

また、千葉県教育委員会の「業務改善DXアドバイザー配置事業に関する業務委託」プロジェクトにマ

イナビ様が委託先として決定し、同社の専門アドバイザーとして、当社が学校現場業務のDX化に対す

るノウハウを提供することや当該事業の効果検証を行う等、様々なサポートを行っております。 
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それでは、各種KPIの推移についてご説明いたします。 

 

「有料契約企業数」は、新規顧客の増加や「BIT CAMPUS」事業を統合したことにより、前年同期比で

27.4%増加し、1,689社となりました。 

 

「顧客の解約率」は、0.4%と引き続き低水準を維持している状況です。 
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「課金生徒ID数」は、新規顧客の獲得や既存顧客のアップセル等による生徒数の増加に加え、「BIT 

CAMPUS」事業を統合したことにより、前年同期比で30.8%の増加し、444,000ID以上となりました。 
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「ARPU」は、クロスセル等による既存顧客の単価増加に加え、「BIT CAMPUS」事業の統合により、前

年同期比で8.9％増加し、54,365円となり、「ARR」は、有料契約企業数と課金生徒ID数の増加によ

り、前年同期比で38.7%増加し、1,101百万円となりました。 
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「売上総利益率」については、売上増加とAI活用によるテスト業務、コーディング業務の自動化等の

開発業務の効率化により、前年同期比でおよそ0.9ポイント上昇し、継続的に改善しております。 
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「売上高販管費率」については、事業拡大に伴う人件費の増加やM&A関連費用の計上はあるものの、

売上高の増加やコストを抑えたマーケティング活動等により、前年同期比で1.5ポイント改善してお

ります。 
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「販売費の内訳」について、マーケティング費用は、金額ベースで前期の水準を維持しており、人件

費は、事業拡大に伴う人員増加に伴い、前期より増加しているものの、売上高に占める割合は総じて

低下おります。 
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「マーケティング指標」については、自社メディアやWebマーケティング等の取り組みにより、CAC

（顧客獲得コスト）の回収期間をおよそ5ヶ月間短縮し、LTV/CAC比率を10倍から18倍に改善しまし

た。 
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続きましては、2025年10月期の事業計画について、ご説明させていただきます。 
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2025年10月期の業績予想は、当期と同様、保守的に計画を策定しており、売上高は前年比23%増の13

億２千万円、営業利益は37%増の１億円を目指します。 

 

この業績予想について、教育業界を取り巻く経営環境としては、少子化による学齢人口の減少に伴

い、市場全体の成長が鈍化している一方で、１人あたりの教育投資額の増加傾向により、市場規模と

しては横ばい状況にあります。 

 

そのため、教育業界では同業間での生徒数確保に向けた競争が激化していくことが予測され、より一

層の保護者コミュニケーションの強化、業務効率化、投資効率の厳格化と経営上の意思決定の迅速化

が必要となり、当社事業へのニーズは2025年10月期においても引き続き、高まっていると認識してお

ります。 

 

 

 



- 32 - 

 

 
 

 

次に、2025年10月期の成長戦略としては、引き続き学習塾を中心に、顧客基盤の拡大とARPUの最大化

の両面で推進してまいります。 
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学習塾市場のマーケット環境については、コロナ前と比べて増加しているものの、近年は横ばいが続

いております。 

 

また、顧客との対話や商談を通じて、大手学習塾を含む多くの学習塾では、大規模なシステム投資に

対する余力が限定的であると実感しております。 
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前のスライドのマーケット環境を踏まえ、大手学習塾向けには、「ComiruPRO」の導入と基幹システ

ムの有償開発に加え、開発コストを抑え、納期を短縮した「ComiruERP」の導入を提案していく予定

です。 

 

「ComiruERP」は、大手学習塾で共通化する「請求・会計」、「入会管理・コース登録」などのニー

ズに対応する標準的なパッケージを当社で準備し、個別のカスタマイズを最小限に抑えることで、基

幹システムの開発よりもコストを抑え、納期も短縮することが可能です。 

 

この取り組みにより、多くの大手学習塾に「Comiru」の導入を促進していきたいと考えています。 
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次に、顧客から強いニーズにお応えし、「請求・決済機能」をさらに強化した当社独自のサービス

「ComiruPay」をリリースする予定です。 

 

このサービスは、当社の既存の顧客基盤を活かして、教育業界で最安値水準の決済手数料で提供し、

顧客の業務フローを簡素化することで、導入メリットを高めます。 

 

これにより、「Comiru」ユーザーの増加にも繋がると考えております。 
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次に、学習塾以外の習い事領域や公教育である学校領域については、当期の取り組みを踏襲し、セミ

ナーや成功事例の横展開等を中心に自社で推進しつつ、他社とのパートナーシップの連携強化によ

り、シェアを拡大獲得に努めてまいります。 
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当社は、学習塾や習い事、学校市場向けのSaaS事業を基盤とし、中長期的には、大手顧客向けに基幹

システム/ERPの提供、新規事業の成長を通じて、教育業界に貢献してまいります。さらに、これらの

取り組みに関わるすべての人の心にポジティブな変化を与えていきたいと考えております。 
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最後に、当社資本配分方針について、ご説明させていただきます。 
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当社の資本配分については、こちらのスライドに記載している４つを基本方針とし、資本の効率的な

活用と株主還元のバランスを図り、持続的に企業価値の向上を目指します。 

 

次のスライド以後で、それぞれの詳細について、ご説明させていただきます。 
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事業成長への投資については、現在まで事業成長の各フェーズに応じて、様々な施策に対して継続的

に投資を行ってまいりました。 

 

これからも更なる売上高や営業利益率の向上を目指し、人材、プロダクト及びマーケティングを中心

に事業成長への投資を継続してまいります。 

 

特に、５年後（2030年10月期頃）を目途に、売上高25億円、営業利益率20%以上を目指してまいりま

す。 
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次に、事業拡大のＭ＆Ａについては、教育業界におけるシステム提供企業や事業のＭ＆Ａを最優先に

進めてまいります。 

 

また、集客や人材等の周辺領域における企業や事業についても積極的に検討してまいります。 
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次に、事業成長及びＭ＆Ａにかかる資金調達については、新株発行などの増資ではなく、金融機関か

らの借入れを中心とし、有利子負債比率を現状の26%から70%を目安に段階的に引き上げていく予定で

す。 
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最後に、自社株買いについてですが、まずは財源規制の問題を解消することが第一歩となります。そ

のため、現在のペースでは2026年10月期以降を予定しております。 

 

この財源規制を解消した後は、株主優待や剰余金の配当ではなく、自社株買いを通じて１株あたりの

EPSを向上させ、株主の皆さまへの還元を検討してまいります。 

 

以上、本日はご視聴いただき、有り難うございました。 
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【スクリプトに関する注意事項】 

本スクリプトにおける将来の見通しに関する記述は、将来の結果や業績を保証するものではあり

ません。このような将来予想に関する記述には、既知および未知のリスクや不確実性が含まれて

おり、その結果、将来の実際の業績や財務状況は、将来予想に関する記述によって明示的または

黙示的に示された将来の業績や結果の予測とは大きく異なる可能性があります。これらの記述に

記載された結果と大きく異なる可能性のある要因には、国内および国際的な経済状況の変化や、

当社が事業を展開する業界の動向などが含まれますが、これらに限定されるものではありませ

ん。本スクリプトは、情報提供のみを目的として作成しております。また、日本、米国、その他

の地域における有価証券の販売の勧誘や購入の勧誘を目的としたものではありません。 

 

※決算の内容に関するご質問につきましては、下記の問い合わせ先にて頂戴いたします。 

 また、ご希望の会社様には、個別取材も承りますので、下記の問い合わせ先までご連絡ください。 

 

▼▼お問い合わせ先▼▼ 

会社名        ： 株式会社ＰＯＰＥＲ 

部署名        ： 経営管理グループ ＩＲ担当 

お問い合わせフォーム ： https://poper.co/contact 


